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(公的年金)：在職老齢年金の減額判定基準が月額 50 万円へ引上げ 

 

2024年４月に、在職老齢年金の減額判定基準が月額50万円へ引き上げられる。これまでは、

高齢者の就労を阻害しない観点と将来世代の負担を重くしない観点の双方に配慮しながら改

正されてきたが、次期改革に向けては制度の廃止や基準の緩和が論点になっている。50 万円

という表面的な金額に惑わされない、冷静な国民的議論を期待したい。 

 

在職老齢年金制度は 1965 年に始まった。当時は退職が老後の厚生年金の受給要件だったが、

高齢就業者の賃金は低水準の場合が多かったため、65歳以上の就業者（厚生年金の加入者）は

年金額の８割を受給できることになった。さらに、1969 年の制度改正では対象者が拡大され、

65歳未満の低所得の就業者も給与に応じて年金額の８～２割を受給できるようになった。 

 

1985 年の制度改正では、厚生年金の加入対象者が 65 歳未満になるとともに受給の要件から退

職が除かれたため、65歳以上は就労の有無にかかわらず年金の満額を受給できるようになった。

他方で 60 代前半は基本的に加入期間と位置づけられ、従来と同様に低所得の場合にのみ一定

程度の年金を受給できる仕組みとなった。 

 

その後も、高齢者の就労を阻害しない観点と将来世代の負担を重くしない観点の双方に配慮し

ながら、改正が繰り返された。例えば 2000 年の改正では、将来世代の負担を重くしない観点

から、厚生年金の加入対象者を 70歳未満に拡大するとともに 60代後半の高所得就業者の年金

を減額する仕組みが導入され、2004 年の改正ではその対象が加入者ではない 70 歳以降にも拡

大された。一方で 2020 年の改正では、高齢者の就労を阻害しない観点から、60 代前半の仕組

みが 65歳以降と同じ仕組みに変更され、減額の対象者が縮小した。 

 

現在の仕組みでは、厚生年金が適用される形で働きながら厚生年金を受給する場合、月あたり

の給与（標準報酬）と厚生年金月額の合計が基準額（法令上の「支給停止調整額」）を上回る

と、上回った分の半額が厚生年金月額から減額される（図表１）。なお、減額されるのは厚生

年金（いわゆる２階部分）のみで、基礎年金（いわゆる１階部分）は減額されない。 

 

図表１：在職老齢年金による減額の仕組み 
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2024 年４月に月額 50 万円へ引き上げられるのは、減額に該当するか否かを判定する基準額で

ある。この額は現役男性の平均的な標準報酬をもとに決められたもので、賃金の変動に応じて

毎年度改定される。基準額は万円単位で設定されるため実際の金額が変更される機会はこれま

で少なかったが、近年の賃金上昇を反映して２年度連読での引上げとなった（図表２）。 

 

図表２：在職老齢年金の減額判定基準の推移 

 

(注１) 名目賃金の指数は、在職老齢年金に関する法律の規定に沿って筆者が試算した値。 

(資料) 総務省「消費者物価指数」、厚生労働省「令和４年度 厚生年金保険法第 79 条の８第２項に基づく

GPIF に係る管理積立金の管理及び運用の状況についての評価の結果」ほか。 

 

近年の厚生労働省は、高齢者の就労を阻害しない観点から在職老齢年金制度の廃止や基準額の

引上げによる減額対象者の縮小を検討しているが、実現していない。2014年の改革試案（財政

検証のオプション試算）には廃止を織り込み、2019年の改革試案では廃止と基準額の大幅な引

上げ（当時の 47万円を標準報酬月額の上限である 62万円へ引き上げる案）を示したが、見直

しに伴う年金財政の悪化によって将来世代の給付水準が低下することへの懸念や、見直しで恩

恵を受けるのが高所得者に限られることへの不公平感などに配慮して、法案化を見送った。 

 

2024年の改革試案や 2025年の法改正に向けた審議会（社会保障審議会年金部会）の議論では、

表面化した人手不足に対応するために制度の廃止や対象者の縮小が必要とする意見や、減額の

対象となるのは厚生年金が適用される事業所で働いた場合に限られるため就業形態の選択に

歪みをもたらしているという意見、繰下げ受給を選択すると実際には受給していなくても受給

していたはずの年金額と給与から減額が判定されるため繰下げ受給の選択に歪みをもたらし

ているという意見、減額の基準は現行制度を維持しつつ減額の割合を２分の１から３分の１に

引き下げて就労意欲の低下を防ぐべきという意見などが出ている。また、有識者からは、制度

の廃止や対象者の縮小に伴う年金財政の悪化を、厚生年金の扶養手当に相当する加給年金の廃

止や保険料の算定基準となる標準報酬の上限引上げで補う案も出ている。 

 

基準額が 50 万円という大台に乗ることで「在職老齢年金の廃止は金持ち優遇だ」という世論

が強まる可能性もあるが、50 万円への引上げは社会全体の賃上げ実績を反映した結果である。

表面的な金額が大台に乗ったか否かにかかわらない、冷静な国民的議論を期待したい。 

（中嶋 邦夫） 
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